
















CHARLESTOWN BOOT & SHOE CO. v.DUNSMORE et al 




























(a）先ず株主たることを要件とする州がある (Alaska, Maine, Montana, 
New Tersey, North Dakota, South Carolina, South Dakota，’Utah, Vermont, 
等〉。 このうちさらに附属定款で資格株主を定むべき旨制定法で規定している







件とする州がある（NewYork, New Mexico, Massachusetts等〉。
(C) また株主たる要件について，制定法の規定のない州がある （Alabama,
Arizona. Hawai, Iowa, Missouri, New Hampshire, Nevada, Ohio），等であ
る。
(d) さらに基礎定款または附属定款で別段の定がなければ株主たることを要
件としない州がある（Arkansas,Californi, Colorado, Delaware, Florida, Geo-
rgia, Illinois, Indiana, Kentucky, Lousiana, Maryland, Minnesota‘Mississi-
ppi, Nebraska, North Carolina, Oklahoma, Oregon, Pennsylvania, Phode・ 


































Missouri, North Dakota, Pennsylavania, South Dakota等〉 または州の会
社法でこれを明定している（Alaska,Arkansas, California, Hawaii, Knnsas, 
Michigan, Ohio, Washing-ton, Wgoming等〉。累積投票と関連して，取締役
の解任についてもその選任に際する累積投票に対応する保障規定を設けている
























州法が増加傾向にある（California,Minnesota, Okahoma, Pennsylvania, Wa-

































STOIBER v. MILLER BREWING CO. 
1950, 42 N. W. 2d 144 (Wis.) 
〔事実〕 原告 MichaelT. Stoiberによる被告 MillerBrewing Company 























































FINDLEY et al v. GARRETT et al. 
1952, 109 Cal.-App. 2d 166, 240 p. 2d 421. 
〔事実〕 これは原告である KennethH. Findley等が，彼ら自身や Doug-





















がその全任期中， Douglasと Garrettの取引や Garrettに対する Douglasの
取締役および株主の利害関係を十分知っていたことが明らかである。


































取締役会議（meetingof board of directors, directors' meeting）は，その



































TEMPLE ENTERPRISES v. COMBS 
1940, 164 Or. 133, 100 p. (2d) 613. 














社の行為となる（FirstNational Bank of Burns対 Frazier事件， 143Or. 6 
62, 678, 19 p. 2d. 1091, 22 p. 2d 325 ; Vawter対 RogueRiver Valey 
Canning Co.事件， 124Or. 94, 257 p. 23, 262 p. 851；ステイウeンス，会社
















































































































BRIGGS v. SPAULDING 
1890, 141 U. S. 132, 35 L. ed. 662. 


































































































































EMMERT v. DRAKE 
1955, 224 F. 2d 299 
〔事実〕 R. Alrich, Jr., Roy C. Coffee, C. A. Mohrle, H. M. Osterお
よび D.U. Emmert （被告〉を相手とする LawrenceDrakeおよび Hugh
F. Walsh （原告〉による訴訟である。 Metals& Chemical Corporationの取

































MELGARD v. MOSCOW IDAHO SEED CO., INC. 
1952, 73 lda. 265, 251 P. 2d 546 
〔事実〕 これは未払賃銀のために振出され，満期が到来した約束手形に関
しー，原告 W.R. Melgardが被告 MoscowIdaho Seed Company, Inc.に対し
て提起した訴訟である。 MoscowIdaho Seed Company, Inc.は会社の取締役
および経営者としτの義務違反を理由に損害賠償の反訴をした。裁判は反訴に
関して行われたが，MoscowIdaho Seed Company勝訴の判決が下り， Melg-
:a rdは上訴した。




、Companyの名を使って， American Fruit Growers, Inc.左100ポンドにつき
る.85ドノレで豆 2,000,000ホ。ンド契約した。 American .Fruit Growers, Inc.は
- 22ー
67ー
Seed Companyに対して，その販売を正式に承諾した。 10月のある日， Melgard'
とMcCowanは NorthIdaho Brokerage Company という営利組合 （partne-
rship）を設立した。そして陸軍省の購入を予想して， えんどう豆を買い始め
た。 1947年10月31日， Melgardは AmericanFruit Growers, Inc.に対し，販
売の承諾を SeedCompanyから NorthIdaho Brokerage Companyに変更す
るよう要求した。 Melgardは SeedCompanyに対する承諾書を American
Fruit Growers, Inc.に返却し， AmericanFruit Growers, Inc.は販売承諾書
を NorthIdaho Broberage Companyに送附した。 Melgardは32,150ド／レの
利益をえて，陸軍省にえんどう豆を売却した。 SeedCompanyはこの利益を理
由に， Melgardに対する損害賠償の反訴をした。

























American Fruit Growners, Inc.と始めた取引によって与えられた機会を利用
することができたという結論を正当化し，またその取引を会社のために行うこ
とが Melgardの義務となったという結論を正当化している。 SeedCompany 
がその機会を利用できなかったし，また利用することを欲しなかったというこ
とを示す何らの証拠も，Melgardは提出しなかったのである。
被告勝訴。
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